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 厚生労働省が公表した 2020年の人口動態統計によると、出生数は８４万 832人と５年連続で過去最少を更新し、

婚姻数は戦後最少の５２万 5490組で、2019年より７万 3517組も減りました。新型コロナウイルス感染拡大は人々

のマインドに影を落としており、婚姻数の減少は将来のさらなる出生数減少に大きく影響すると考えられます。 

 こうした状況下、育児・介護休業法（略称）が改正され、今年６月９日に公布、来年４月から順次施行されま

す。今回はこの改正ポイントをご紹介いたします。 

 

 育児介護休業法の改正 

 改正育児・介護休業法では、男性の育児休業取得の促進などを図るため、子の出生直後の時期に柔軟な育児休

業を取得できるようになるほか、育児休業を取得しやすい雇用環境の整備、個別の周知・意向確認の措置などが

企業に義務付けられます。そのポイントは次のとおりです。 

 

 

 

 



 

 

 

＜個別相談の実施＞ 

次世代法に関する「行動計画の策定・届出」「認定・認証の取得」などについて、ご要望をいただければ、次世

代育成支援対策推進員（特定社会保険労務士）がお伺いして個別相談にお応えいたします。お気軽にご連絡くだ

さい。                             神奈川県経営者協会 TEL 045-671-7060 


